
平成 13年 1月期 決算短信 (連結)  平成 13年 3月 22日

上   場   会   社   名    積水ハウス株式会社 上場取引所 東 大 名

コード番号    1928 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 専務取締役（経理担当） 大阪府

　　　　　　  氏　　        名　　　　山田　幹夫 TEL (06) 6440 - 3111
決算取締役会開催日　　平成 13年 3月 22日

親会社名　　  - 　     （コード番号：　-      ） 親会社における当社の株式保有比率：　  -      　％

１. 13年 1月期の連結業績（平成 12年 2月 1日 ～ 平成 13年 1月 31日）
(1)連結経営成績

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 1月期 1,364,800 2.6 96,085 26.2 88,513 26.3
12年 1月期 1,330,284 1.2 76,137 28.5 70,104 24.9

         当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当

期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年 1月期 25,167 - 35.03 31.07 3.4 6.1 6.5
12年 1月期 △ 94,810 - △ 132.65 - △ 12.2 4.6 5.3

(注)①持分法投資損益 13年 1月期    401 百万円          12年 1月期    108 百万円

     ②有価証券の評価損益 4,066 百万円 デリバティブ取引の評価損益 915 百万円

     ③会計処理の方法の変更 有

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 1月期 1,459,490 741,215 50.8 1,027.71
12年 1月期 1,453,547 723,860 49.8 1,012.78

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

13年 1月期 66,851 △ 5,008 △ 51,854 311,022
12年 1月期 - - - -

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  105　社   持分法適用非連結子会社数　-  社   持分法適用関連会社数　5　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）15　社  （除外）   -  　社   持分法（新規）2　社  （除外）　3　社

２. 14年 1月期の連結業績予想（ 平成 13年 2月 1日  ～  平成 14年 1月 31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 690,000 46,000 12,000
通　　期 1,380,000 92,000 27,500

（参考）　１株当たり予想当期純利益（通期）     37円  61銭　（合併新株式9,861,416株を含み算出している。）
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企業集団の状況 
当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社105社、関連会社5社及びその他の関係会社1社で構成され、工業化住 

宅の建築請負、設計、並びに住宅の分譲、不動産の売買、仲介、賃貸借、管理及びそれらに関連する事業活動を行っています。 
当社グループの各事業における位置付けは次の通りです。 

 なお、次の２部門は「セグメント情報」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一です。 
 
（住宅請負事業） 
 
 鉄骨系、木質系及びコンクリート系の各種住宅やアパート、マンション等の設計、施工及び請負並びに造園その他建設工事の設計、 
施工及び請負を行っています。 
 
（住宅請負事業に関わる主な関係会社） 
 
 積水ハウス北陸㈱、積水ハウス四国㈱、積水ハウス山梨㈱、積水ハウス山陰㈱ 
 
（不動産事業） 
 宅地、建売住宅、マンション等の販売や仲介並びにマンション、商業ビル、店舗等の賃貸借、管理等を行っています。 
 
（不動産事業に関わる主な関係会社） 
 積和不動産㈱、積和不動産関西㈱、積和不動産中部㈱、積和不動産中国㈱、積和不動産東北㈱、積和不動産九州㈱ 
 
  事業の概要図は次の通りです。 

  住宅の施工 

    

(建材の供給)  積  
※１ セキハ㈱    

   水  (住宅の請負、不動産の販売) 住宅の施工 
    ※２ 積水ハウス北陸㈱  
（建築資材の供給）  ハ 

部材の供給 
 

※１ 積水ハウス四国㈱ 不動産の販売・ 

顧 
 
 

客 

住
宅
請
負
事
業 

※３ 積水化学工業㈱    ※２ 積水ハウス山梨㈱ 仲介・賃貸借等 
 基礎・建方工事 ウ  ※１ 積水ハウス山陰㈱  
(住宅の施工及びエクステリア) 及び造園工事   
※１ 積和建設埼玉㈱ 他８０社  ス 

          不動産の販売・仲介・賃貸借等 
(不動産の仲介及び賃貸借)  ㈱  
※１ SEKISUI  DEUTSCHLAND   住宅の施工 (不動産売買、仲介、賃貸借管理等) 不動産の販売・ 
 BAU  GmbH    ※１ 積和不動産㈱ 仲介・賃貸借等 
     ※２ 積和不動産関西㈱  

顧 
 
 

客 

不

動

産

事

業 

     ※１ 積和不動産中部㈱    
(不動産関連サービス)  不動産の販売・ ※１ 積和不動産中国㈱ 
※１ 六甲アイランドケーブル  仲介・賃貸借等 ※１ 積和不動産東北㈱  
              ビジョン㈱   ※１ 積和不動産九州㈱  
※１ スカイレールサービス㈱   ※１ 東京積和管理㈱  
※２ 六甲アイランドエネルギー          他  4社  
       サービス㈱   ※１ 神戸六甲アイランド㈱  
       他  １社   ※１ リック・オペレーション㈱  
   ※１ 西宮マリナシティ開発㈱  

    ※１ 積水ハウス梅田オペレーション㈱              
(住宅関連図書出版及び広告代理)          他  2社  
※１ ㈱住まいの図書館   
※１ ㈱エスイーエー   
    
   

(注１) ※１ 連結子会社  
 ※２ 持分法適用関連会社  
 ※３ その他の関係会社  
   

(注２) 積水ハウス北陸㈱、積水ハウス四国㈱、積水ハウス山梨㈱及び積水ハウス山陰㈱は平成１３年２月１日に当社と合併して、解散しました。 
 リック･オペレーション㈱は平成１３年２月１日に、エスジーエム・オペレーション㈱に名称変更しました。 
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経営方針及び経営成績 

 
１．経営方針 
 

当社の経営方針といたしましては、創業以来「人間性豊かな住まいと環境の創造」を目指し、住宅業界のトップ 

メーカーとして最高の品質と技術の提供を図ることを基本とし、当社の根本哲学である「人間愛」を日々の活動に反映 

させ、常に「お客様本位」の家づくりに取り組んでおります。今後とも厳格な品質管理のもと、徹底したＣＳ（顧客満足）

の向上並びにアフターサービスの充実に努めてまいります。また、リフォームセンターの充実、エクステリア事業の拡大

など周辺事業にも積極的に取り組んでおります。 

利益配分に関する方針といたしましては、昭和63年1月期以降、1株当たり年間18円の株主配当金を安定的な配当として

継続する一方、利益の状況、企業体質の強化及び将来の事業展開を総合的に勘案しつつ、時に応じて特別配当又は記念  

配当を実施し、株主の皆様へ利益還元を図って参りました。 

今後の会社が対処すべき課題といたしましては、受注の拡大等事業そのものの積極的な展開を図りつつ、有利子負債の

削減等を図り、より一層の財務体質の健全化を行っていくほか、環境問題への配慮等企業の社会的責任を全うしていく 

所存であります。 

 
 
２．経営成績 

 
当期の住宅市場におきましては、低金利の継続及び政府の減税策により、マンションをはじめとする分譲住宅の着工

が好調に推移し、新設住宅着工戸数全体の供給増大に寄与いたしました。しかしながらこれも一次取得者中心の市場  

動向によるところが大きく、建替えや買替えなどの二次取得者は不透明な景気動向に影響を受け、消極的な行動に   

終わりました。 
新築不動産市場が比較的堅調に推移したにもかかわらず、中古流通市場におきましては、物件価格の先安感などに  

よる成約件数の減少により低迷を脱するには至らず、また、賃貸住宅市場も賃料相場が弱含みに推移し、賃貸住宅市場

への新規投資に影響を及ぼすこととなりました。 
一方、｢住宅の品質確保の促進等に関する法律｣（品確法）の施行などにより、住宅業界においても品質に対するより

高度かつきめ細かい対応が求められることとなりました。 
当社はこのような状況のもと、前期に引き続き、社内横断的なプロジェクトチームなどにより資材購入の効率化促進、

部材点数の整理・統合、生産・施工部門における合理化・省力化など購入から施工にいたるあらゆる原価の低減に努め

るとともに、効率的な経費配分により利益率の向上に努めました。また営業力強化のため人員の増強、拠点の拡充を  

進めるとともに、提案力向上のため営業と設計の連携をより密にするなど、営業支援体制の強化を行いました。 
一方、商品戦略といたしましては、基本方針である中高級商品への特化をさらに進めるとともに、品確法の施行に  

先立ち、一層の品質向上に努めました。その一環として昨年２月より、従前の「高性能遮熱断熱ペアガラス」に加えて、

全ての戸建住宅に価格据え置きのまま「断熱サッシ」を標準仕様として採用するなど、高品質な商品を購入しやすい  

価格でご提供できるよう、積極的に取り組んでまいりました。また、お引き渡し後のＣＳ（顧客満足）向上のため、   

昨年４月より20年間の長期保証制度を導入し、アフターサービスの拡充を図りました。 
さらに、住宅の長寿命化によるお客様のリフォーム需要にお応えするため、リフォームセンターの拡充に取り組むと

ともに、屋外空間も含めた一体的な住環境提案を積極的に推進するため、エクステリア事業にも注力いたしました。  



 4

また、賃貸住宅市場におきましては、入居者の永住指向の高まりに対応して、昨春より、当社の賃貸用商品を   

｢シャーメゾン｣と命名し、戸建住宅並みの住環境を目指した商品開発を行い、営業面でもシャーメゾン営業所を新設  

するなど、人的資源の再配分を行うとともに積和不動産グループとの連携を一層高め、グループの活性化を進めること

により、業容の拡大に努めました。 
このような経営全般にわたる体質の強化及び積極的な営業活動を進めました結果、連結の売上高につきましては、  

1兆3,648億円（前期比2.6％増）と増収を確保いたしました。 
利益面につきましては、連結営業利益で 960 億 8 千 5 百万円（前期比 26.2％増）と過去最高を達成いたしました。   

経常利益につきましては、株式市況の低迷による保有株式の評価損 87 億 5 千 6 百万円等を計上いたしました結果、   

885億1千3百万円（前期比26.3％増）となりました。 
また、連結当期純利益につきましては、次年度に適用される退職給付会計に備え退職給与引当金積み増し分   

170億7千7百万円を、また厚生年金基金特別掛金の払い込み分142億8千万円を各々特別損失として処理したこと等

により251億6千7百万円（前期：948億1千万円の欠損）となりました。 
当社は昨年８月に創立 40 周年を迎え、また今年１月末には、昭和 35 年創立以来の累積住宅販売戸数が業界初の  

150万戸に達しました。この大きな財産を今後の経営資源とし、さらなる発展に努めてまいります。 
なお、本年２月１日付をもって、積水ハウス北陸株式会社、積水ハウス四国株式会社、積水ハウス山梨株式会社並び

に積水ハウス山陰株式会社の４社を合併いたしましたが、これら各社の営業地域におきましては、販売力の増強と効果

的かつ効率的な資源投入を図り、さらなる受注の拡大に努めてまいる所存であります。 
 

 
３．次期の見通し 

次期の業績の見通しとしましては、連結売上高 1 兆 3,800 億円、連結経常利益 920 億円、連結当期純利益 275 億円

を期しております。
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連結財務諸表等 

1.連結貸借対照表   

 （単位：百万円）

期 別 

科 目 
当連結会計年度 

(平成13年1月31日現在) 

前連結会計年度 
（平成12年1月31日現在） 

比 較 増 減

（ 資 産 の 部 ） （１，４５９，４９０） （１，４５３，５４７） （５，９４３）

流 動 資 産 ９５１，８３１ ９４６，４６４  ５，３６７

 現 金 預 金  ３１８，３２１ ２７７，６６５  

 受 取 手 形 及 び 完 成 工 事 未 収 入 金  １２６，９５１ １１４，２４９  

 有 価 証 券  ２０，５３５ ３７，４０８  

 棚 卸 資 産  ３５１，８４３ ３６５，９８５  

 繰 延 税 金 資 産  ７５，２６５ ９５，２６２  

 そ の 他 の 流 動 資 産  ６１，９０８ ５９，６８１  

 貸 倒 引 当 金  △ ２，９９５ △ ３，７８９  

固 定 資 産 ５０７，６５９ ５０７，０８２  ５７７

有 形 固 定 資 産 ３０４，７１１ ２９７，７３０  ６，９８１

 建 物 及 び 構 築 物  ２０４，１１７ １９１，５５２  

 機 械 装 置 及 び 運 搬 具  ５４，５５０ ５３，２０８  

 工 具 器 具 及 び 備 品  ２６，００５ ２４，５７７  

 土 地  １５１，６７７ １４７，８６８  

 建 設 仮 勘 定  ８５８ ７３０  

 減 価 償 却 累 計 額  △ １３２，４９９ △ １２０，２０６  

無 形 固 定 資 産 ９，３５１ ８，０６５  １，２８６

 借 地 権  ６，０７７ ７，１７１  

 ソ フ ト ウ エ ア  ２，３８８ －  

 施 設 利 用 権  ６６ ６９  

 電 話 加 入 権  ８１８ ７７５  

 連 結 調 整 勘 定  － ４９  

投 資 そ の 他 の 資 産 １９３，５９７ ２０１，２８６  △ ７，６８９

 投 資 有 価 証 券  ７８，５４１ ９８，７７７  

 長 期 貸 付 金  ７１，０５９ ７８，５８７  

 繰 延 税 金 資 産  ９，５８３ ３，２０９  

 そ の 他 の 投 資 そ の 他 の 資 産  ３５，４７９ ２５，７６８  

 関 係 会 社 投 資 評 価 引 当 金  － △ ４，０５０  

 貸 倒 引 当 金  △ １，０６６ △ １，００５  

資 産 合 計 １，４５９，４９０ １，４５３，５４７  ５，９４３
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 （単位：百万円）

期 別 

科 目 
当連結会計年度 

(平成13年1月31日現在) 

前連結会計年度 
（平成12年1月31日現在） 

比 較 増 減

（ 負 債 の 部 ） （７０１，５１６） （７２２，９７３） （△ ２１，４５７）

流 動 負 債 ３９５，７８６ ４０３，８３７  △ ８，０５１

 支 払 手 形 及 び 工 事 未 払 金  ２０８，１４４ ２０３，９１５  

 短 期 借 入 金  － ３７，３００  

 
 一年以内に償還及び返済予定の社債及び長期借入金  ５１，２０５ ７，０５２  

 未 払 法 人 税 等  ２，７６７ ２１，５０６  

 未 成 工 事 受 入 金  ７８，７３７ ７７，６７２  

 賞 与 引 当 金  １５，７３１ １４，８１４  

 完 成 工 事 補 償 引 当 金  １，３７８ １，３３８  

 そ の 他 の 流 動 負 債  ３７，８２１ ４０，２３６  

固 定 負 債 ３０５，７２９ ３１９，１３６  △ １３，４０７

 社 債  ４０，０００ ４０，０００  

 転 換 社 債  １５２，０９９ ２０３，３０３  

 長 期 借 入 金  ３５，３１６ ３５，８２７  

 退 職 給 与 引 当 金  ２９，７３３ １１，３３７  

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  ９１５ ８５１  

 預 り 敷 金 保 証 金  ４５，５１７ ２６，８２１  

 連 結 調 整 勘 定  ３ －  

 そ の 他 の 固 定 負 債  ２，１４４ ９９４  

（ 少 数 株 主 持 分 ） （１６，７５８） （６，７１３） （１０，０４５）

 少 数 株 主 持 分  １６，７５８ ６，７１３  

（ 資 本 の 部 ） （７４１，２１５） （７２３，８６０） （１７，３５５）

 資 本 金  １８６，０５７ １８２，９０４  

 資 本 準 備 金  ２４１，１４５ ２３７，９９９  

 連 結 剰 余 金  ３１４，５７６ ３０２，９６６  

 為 替 換 算 調 整 勘 定  △ ５６１ －  

 小    計  ７４１，２１７ ７２３，８７０  

 自 己 株 式  △ ２ △ ９  

負 債 ・ 少 数 株 主 持 分 ・ 資 本 合 計 １，４５９，４９０ １，４５３，５４７  ５，９４３

 （参考）   自己株式数   （当連結会計年度）     ２，１０１株         （前連結会計年度）  １０，２５２株 

           保証債務     （当連結会計年度） １０８，１３６百万円   （前連結会計年度）１４４，０４３百万円 

担保提供資産 （当連結会計年度）    ３２，２９２百万円  

投資有価証券に含まれる非連結子会社株式・出資金及び関連会社株式 

（当連結会計年度） １１，３５５百万円  （前連結会計年度）  ２３，５００百万円 
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２.連結損益計算書   

  （単位：百万円）

期  別 

科  目 
当連結会計年度 

(平成12年2月1日～平成13年1月31日)

前連結会計年度 
(平成11年2月1日～平成12年1月31日) 

比 較 増 減

売 上 高  １，３６４，８００ １，３３０，２８４ ３４，５１６

売 上 原 価  １，０７１，００８ １，０７２，１９６ △ １，１８８

 売 上 総 利 益 ２９３，７９２ ２５８，０８７ ３５，７０５

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  １９７，７０６ １８１，９５０ １５，７５６

 営 業 利 益 ９６，０８５ ７６，１３７ １９，９４８

営 業 外 収 益  １０，３６８ ８，８９９ １，４６９

 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 ４，４４４ ５，５４４ 

 持 分 法 に よ る 投 資 利 益 ４０１ １０８ 

 雑 収 入 ５，５２２ ３，２４６ 

営 業 外 費 用  １７，９４０ １４，９３２ ３，００８

 支 払 利 息 ３、３３０ ５，１６５ 

 コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー 利 息 － ９８ 

 有 価 証 券 評 価 損 ８，７５６ ３，６２１ 

 雑 支 出 ５，８５３ ６，０４６ 

 経 常 利 益 ８８，５１３ ７０，１０４ １８，４０９

特 別 利 益  １４７ ７２６ △ ５７９

 投 資 有 価 証 券 売 却 益 １４７ ７２６ 

特 別 損 失  ３９，６３９ ２２２，９１６ △ １８３，２７７

 過 年 度 退 職 給 与 引 当 金 繰 入 額 １７，０７７ － 

 販 売 用 土 地 評 価 損 － ２１６，５３２ 

 厚 生 年 金 基 金 特 別 掛 金 １４，２８０ ２，５９２ 

 固 定 資 産 売 却 及 び 除 却 損 ８，０２６ ２，０２９ 

 関 係 会 社 投 資 評 価 引 当 金 繰 入 額 － １，７６２ 

 そ の 他 ２５４ － 

 税金等調整前当期純利益（損失） ４９，０２２ △ １５２，０８５ ２０１，１０７

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  ８，５３０ ３４，１８６ △ ２５，６５６

法 人 税 等 調 整 額  １３，７８７ △ ９２，１３９ １０５，９２６

少 数 株 主 利 益  １，５３７ ６７８ ８５９

 当 期 純 利 益 （ 損 失 ） ２５，１６７ △ ９４，８１０ １１９，９７７

 
 
３．連結剰余金計算書  

 （単位：百万円）

期  別 

科  目 
当連結会計年度 

(平成12年2月1日～平成13年1月31日) 

前連結会計年度 
(平成11年2月1日～平成12年1月31日) 

比 較 増 減

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ３０２，９６６ ４１０，９６２ △１０７，９９６

 その他の剰余金期首残高 － ３８６，０９９  

 利 益 準 備 金 期 首 残 高 － １９，０４２  

 過 年 度 税 効 果 調 整 額 － ５，８２０  

連 結 剰 余 金 減 少 高  

 
連結子会社の増加及び持分法適用会

社の増加に伴う剰余金の減少 
１９５ －  

 配 当 金 １２，９２３ １２，８６５  

 役 員 賞 与 ３８５ ３２０  

 合 併 交 付 金 ５２ １３，５５７ － １３，１８５ ３７２

当 期 純 利 益 （ 損 失 ） ２５，１６７  △ ９４，８１０ １１９，９７７

連 結 剰 余 金 期 末 残 高 ３１４，５７６ ３０２，９６６ １１，６１０
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４．連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円） 

期  別

科  目 
当連結会計年度 

(平成12年2月1日～平成13年1月31日) 

Ⅰ 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー  

 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 ４９，０２２ 

 減 価 償 却 費 １３，６９３ 

 退 職 給 与 引 当 金 の 増 加 額 １８，２２０ 

 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ ４，４４４ 

 支 払 利 息 ３，３３０ 

 持 分 法 に よ る 投 資 利 益 △ ４０１ 

 有 価 証 券 評 価 損 ８，７５６ 

 売 上 債 権 の 増 加 額 △ １３，２７３ 

 棚 卸 資 産 等 の 減 少 額 １８，８９９ 

 仕 入 債 務 の 増 加 額 ２，６８７ 

 未 成 工 事 受 入 金 の 減 少 額 △ ３，７９２ 

 そ の 他 １，０７２ 

 小 計 ９３，７６９ 

 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ４，５６４ 

 利 息 の 支 払 額 △ ３，３２３ 

 法 人 税 等 の 支 払 額 △ ２８，１５９ 

 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ６６，８５１ 

Ⅱ 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー  

 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ １１，５５４ 

 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 ２２，０３３ 

 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ １１，１０５ 

 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 ３，０９５ 

 投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ ５２７ 

 投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 １，１７８ 

 貸 付 け に よ る 支 出 △ ４，８７２ 

 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 １０，０７３ 

 団 体 生 存 保 険 料 払 込 に よ る 支 出 △ １０，０００ 

 そ の 他 △ ３，３２８ 

 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ ５，００８ 

Ⅲ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー  

 短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ ３７，３００ 

 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ １，３２７ 

 社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △     ５０ 

 配 当 金 の 支 払 額 △ １２，９２３ 

 そ の 他 △ ２５３ 

 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ ５１，８５４ 

Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額 ３６ 

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額 １０，０２４ 

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 ２８３，８４０ 

Ⅶ 新 規 連 結 に 伴 う 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額 １７，１５７ 

Ⅷ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 ３１１，０２２ 

 

    （参考）現金及び現金同等物の期末残高と、連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

   現金預金勘定             318,321 百万円 

          預入期間が 3ヶ月を超える定期預金  △ 14,405 百万円 

          追加型公社債投資信託          7,106 百万円 

          現金及び現金同等物          311,022 百万円 

        重要な非資金の取引の内容      転換社債の転換額  6,298 百万円   
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[連結財務諸表作成のための基本となる事項] 

１．連結の範囲に関する事項 

   連結子会社 １０５社   積和不動産㈱、積和不動産中部㈱、積和不動産中国㈱、積和不動産九州㈱、積水ハウス四国㈱、他 

   連結範囲の異動状況 

    新規  設立によるもの ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  積和建設青森㈱、他１社 

        連結財務諸表規則改正に伴い関連会社から子会社になったことによるもの ‥  積和不動産中部㈱、他３社 

             非連結子会社から連結子会社になったことによるもの ‥‥‥‥‥‥‥‥  積水ﾊｳｽ梅田ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ㈱、他８社  

子会社１０５社は全て連結している。 

２．持分法の適用に関する事項 

   持分法適用会社５社   積和不動産関西㈱、積水ハウス北陸㈱、積水ハウス山梨㈱、他 

   持分法適用の異動状況 

    新規  持分法非適用関連会社から持分法適用関連会社になったことによるもの ‥‥ 六甲ｱｲﾗﾝﾄﾞｴﾈﾙｷﾞｰｻｰﾋﾞｽ㈱、他１社 

    除外  連結財務諸表規則改正に伴い関連会社から子会社になったことによるもの ‥ 積和不動産中部㈱、他２社 

    関連会社５社の投資については、全て持分法を適用している。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

   連結子会社のうち、スカイレールサービス㈱の決算日は 3月 31 日である。連結財務諸表作成にあたっては、同社の 1 月 31 日現

在で仮決算を行いその財務諸表を使用している。また、SEKISUI DEUTSCHLAND BAU GmbH の決算日は 12 月 31 日である。連結財務

諸表作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日までの間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を

行っている。 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

 （イ）有価証券 ・取引所の相場のある有価証券 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  移動平均法に基づく低価法 

           ・上記以外の有価証券 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥   移動平均法に基づく原価法 

 （ロ）棚卸資産 ・半製品、原材料、仕掛品、貯蔵品‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥   移動平均原価法 

         ・未成工事支出金、分譲用建物、分譲用土地、未成分譲用土地  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  個別原価法 

（２）減価償却資産の減価償却の方法 

    建物（建物附属設備を除く）以外の有形固定資産については主として定率法、建物（建物附属設備を除く）及び無形固定

資産については定額法によっている。 

（３）重要な引当金の計上基準 

（イ）貸倒引当金 ‥‥‥‥‥‥ 完成工事未収入金、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法に基づき、そ 

の限度相当額（法定繰入率又は貸倒実績率のいずれか繰入額の多い方）の他に、個々の 

取立不能見込額についてもあわせて計上している。 

  （ロ）賞与引当金 ‥‥‥‥‥‥ 従業員に対し支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべ 

                  き額を計上している。 

（ハ）完成工事補償引当金 ‥‥ 建築物の引渡後の瑕疵による損失及び補償サービス費用を補填するため、保証責任が伴 

                う住宅請負事業売上高の 1,000 分の１及び不動産事業売上高のうち建物部分にかかる売 

                上高の 1,000 分の１を計上している。 

（ニ）退職給与引当金 ‥‥‥‥ 従業員の退職に際し支給する退職金に充てるため、期末現在の自己都合退職に基づく要 

                支給額から厚生年金基金より補填されるべき金額を控除した額を計上している。 

（会計処理の方法の変更）   

  従来、退職給与引当金については、期末現在の自己都合退職に基づく要支給額から厚生年金基金より補填されるべき金 

額を控除した額の 40％を計上する方法によっていたが、当連結会計年度より、期末現在の自己都合退職に基づく要支給額

から厚生年金基金より補填されるべき金額を控除した額を計上する方法に変更した。 

  この変更に伴い、前連結会計年度と同一の基準によった場合に比べ、売上総利益は 256 百万円、営業利益及び経常利益 

は 678 百万円、税金等調整前当期純利益は 17,755 百万円、当期純利益は 10,340 百万円それぞれ減少している。 
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（ホ）役員退職慰労引当金 ‥‥ 役員の退職に際し支給する退職慰労金に充てるため、内規に基づく期末現在の要支給額 

                を計上している。 

（４）重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引 

   にかかる方法に準じた会計処理によっている。 

（５）消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

    なお、控除対象外消費税等は、発生連結会計年度の期間費用としている。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

   連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用している。 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

   連結調整勘定の償却については、発生した年度より原則として５年間で均等償却している。なお、連結調整勘定が僅少な場合に

は、その全額を発生した年度の損益として処理している。 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

   連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した利益処分に基づき作成している。 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、現金及び預金（預入期間が３ヶ月を超える定期預金

を除く）並びに取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資で、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わないものとしている。 

（追加情報） 

   従来、連結貸借対照表において投資その他の資産の「その他の投資その他の資産」に計上していたソフトウェアについては、  

「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 12 号 平成 11 年 3月

31 日）における経過措置の適用により、従来の会計処理方法を継続して採用している。ただし、同報告により上記に係るソフト

ウェアの表示科目については、投資その他の資産の「その他の投資その他の資産」から無形固定資産の「ソフトウエア」に変更し、

減価償却の方法については、社内における利用可能期間(5 年)に基づく定額法によっている。 

   

 

[リース取引関係] 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
 （当連結会計年度） 

    取得価額相当額   減価償却累計額相当額   期 末 残 高 相 当 額

建 物  52,170 百万円 32,364 百万円 19,806 百万円

工 具 器 具 及 び 備 品  11,346 百万円 6,853 百万円 4,493 百万円

ソ フ ト ウ エ ア  3,291 百万円 1,512 百万円 1,778 百万円

機 械 装 置 及 び 運 搬 具  245 百万円 134 百万円 110 百万円

合 計  67,054 百万円 40,865 百万円 26,188 百万円

 
（前連結会計年度） 
    取得価額相当額   減価償却累計額相当額   期 末 残 高 相 当 額

建 物  54,706 百万円 32,631 百万円 22,075 百万円

工 具 器 具 及 び 備 品  9,958 百万円 6,456 百万円 3,502 百万円

そ の 他 の 投 資 そ の 他 の 資 産  1,376 百万円 790 百万円 586 百万円

機 械 装 置 及 び 運 搬 具  208 百万円 96 百万円 112 百万円

合 計  66,251 百万円 39,975 百万円 26,275 百万円
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 ②未経過リース料期末残高相当額 
 （当連結会計年度） （前連結会計年度）

１ 年 以 内 9,543 百万円 9,345 百万円

１ 年 超 16,645 百万円 16,930 百万円

合 計 26,188 百万円 26,275 百万円

 
 ③支払リース料及び減価償却費相当額 

 （当連結会計年度） （前連結会計年度）

支 払 リ － ス 料 10,242 百万円 9,956 百万円

（減価償却費相当額）   
 
 ④減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

 
（オペレーティング・リース） 

  （当連結会計年度） （前連結会計年度）

未経過リース料 １ 年 以 内 11 百万円 15 百万円

 １ 年 超 80 百万円 90 百万円

 合 計 92 百万円 105 百万円

 

[税効果会計] 
繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

（流動の部）   

繰延税金資産 （当連結会計年度） （前連結会計年度）

  販売用土地評価損 71,834 百万円 90,293 百万円

  賞与引当金損金算入限度超過額 2,126 百万円 1,187 百万円

  貸倒引当金損金算入限度超過額 857 百万円 1,295 百万円

  棚卸資産未実現利益 218 百万円 440 百万円

  未払事業税 195 百万円 1,879 百万円

  その他 467 百万円 253 百万円

繰延税金資産合計 75,699 百万円 95,349 百万円

 

 繰延税金負債 

  還付事業税 392 百万円 －百万円

  その他 41 百万円 87 百万円

繰延税金負債合計 433 百万円 87 百万円

繰延税金資産と繰延税金負債の純額 75,265 百万円 95,262 百万円

 

（固定の部） 

 繰延税金資産  

  退職給与引当金損金算入限度超過額 8,283 百万円 351 百万円

  固定資産未実現利益 423 百万円 504 百万円

  役員退職慰労引当金 381 百万円 355 百万円

  貸倒引当金損金算入限度超過額 292 百万円 271 百万円

  関係会社投資評価引当金 －百万円 1,688 百万円

  その他 282 百万円 106 百万円

繰延税金資産合計 9,662 百万円 3,277 百万円

 

 繰延税金負債 

  債権債務消去に伴う貸倒引当金の調整額 78 百万円 68 百万円

繰延税金負債合計 78 百万円 68 百万円

繰延税金資産と繰延税金負債の純額 9,583 百万円 3,209 百万円
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セグメント情報 
（１）事業の種類別セグメント情報 

当連結会計年度（平成１２年２月１日～平成１３年１月３１日） （単位：百万円）

 住宅請負事業 不動産事業 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ 売 上 高 及 び 営 業 損 益    

 売 上 高    

 ( 1 ) 外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高  1,081,057 283,743 1,364,800  － 1,364,800

 ( 2 ) セグメント間の内部売上高又は振替高  517 － 517  (517) －

計 1,081,574 283,743 1,365,318  (517) 1,364,800

 営 業 費 用  953,911 287,440 1,241,352  27,362 1,268,714

 営業利益又は営業損失（△）  127,662 △ 3,696 123,966  (27,880) 96,085

Ⅱ 資 産 、 減 価 償 却 費 及 び 資 本 的 支 出     

 資 産  318,554 677,730 996,284  463,205 1,459,490

 減 価 償 却 費  7,030 4,742 11,773  1,919 13,693

 資 本 的 支 出  8,318 2,687 11,005  2,962 13,968

 

前連結会計年度（平成１１年２月１日～平成１２年１月３１日） （単位：百万円）

 住宅請負事業 不動産事業 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ 売 上 高 及 び 営 業 損 益    

 売 上 高    

 ( 1 ) 外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高  1,088,228 242,056 1,330,284  － 1,330,284

 ( 2 ) セグメント間の内部売上高又は振替高  530 － 530  (530) －

計 1,088,758 242,056 1,330,814  (530) 1,330,284

 営 業 費 用  955,286 275,107 1,230,393  23,752 1,254,146

 営業利益又は営業損失（△）  133,471 △ 33,050 100,420  (24,283) 76,137

Ⅱ 資 産 、 減 価 償 却 費 及 び 資 本 的 支 出      

 資 産  311,544 679,794 991,339  462,208 1,453,547

 減 価 償 却 費  7,138 4,705 11,843  1,506 13,350

 資 本 的 支 出  7,636 5,250 12,887  681 13,569

 
（注）１．事業区分の方法 
      日本標準産業分類[（建設業）（不動産業）]を勘案して区分している。 

   ２．各事業区分に属する主要な内容 

      住宅請負事業   ：住宅及び各種建築物の設計、施工及び請負。 

                造園その他建設工事の設計、施工及び請負。 

      不動産事業    ：住宅の分譲、不動産の売買、仲介、賃貸借及び管理。 

   ３．営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社の本社及び支社機構の管 

     理部門、研究開発部門にかかる費用等である。 

             当連結会計年度  27,756 百万円     前連結会計年度   24,157 百万円 

   ４．資産のうち「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び有価証券）、 

     長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門にかかる資産等である。 

             当連結会計年度 463,334 百万円     前連結会計年度  462,338 百万円 

    ５．会計処理方法の変更 

      「連結財務諸表作成のための基本となる事項」に記載のとおり、当連結会計年度より退職給与引当金の計上基準を 

     変更している。この変更に伴い、前連結会計年度と同一の基準によった場合に比べ、住宅請負事業の営業利益は 516 

     百万円減少し、不動産事業の営業損失は 98 百万円増加している。 

 

（２）所在地別セグメント情報 

  当連結会計年度においては、全セグメントの売上高の合計額及び全セグメントの資産の合計額に占める「本邦」の割合がいず 

れも 90％を超えているため、記載を省略した。 

  前連結会計年度においては、在外連結子会社及び在外支店がないため、記載を省略した。 

 

（３）海外売上高 

  当連結会計年度においては、海外売上高が連結売上高の 10％未満であるため、記載を省略した。 

  前連結会計年度においては、海外売上高がないため記載を省略した。 
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受注及び販売の状況 
参考として、親会社の受注高・売上高・受注残高を記載している。 

  （単位：百万円）

期 別 当  期 
（平成１２年２月～平成１３年１月）

前  期 
（平成１１年２月～平成１２年１月） 

比 較 増 減

部 門 金 額 構成比（％） 金 額 構成比（％） 金 額 比率（％）

売 上 高 1,184,186 100.0 1,228,441 100.0 △ 44,255 △ 3.6

建 築 請 負 部 門         1,056,517 89.2 1,075,319 87.5 △ 18,802 △ 1.7

不動産事業部門         127,668 10.8 153,122 12.5 △ 25,454 △ 16.6

受 注 高 1,063,214 100.0 1,253,807 100.0 △ 190,593 △ 15.2

建 築 請 負 部 門         943,121 88.7 1,107,292 88.3 △ 164,171 △ 14.8

不動産事業部門         120,092 11.3 146,514 11.7 △ 26,422 △ 18.0

受 注 残 高 681,171 100.0 802,143 100.0 △ 120,972 △ 15.1

建 築 請 負 部 門         649,671 95.4 763,067 95.1 △ 113,396 △ 14.9

不動産事業部門         31,500 4.6 39,076 4.9 △ 7,576 △ 19.4

 
 

有価証券の時価等 
（単位：百万円） 

当連結会計年度 
（平成１３年１月３１日現在） 

種  類 
連結貸借対照表 

計上額 時  価 評価損（△）益 

流動資産に属するもの  
株 式        ３，８１８ ６，５５０ ２，７３１ 
債 券        ２２ ２２ ０ 
そ の 他        ４ ２ △  ２ 
小 計        ３，８４５ ６，５７５ ２，７２９ 

固定資産に属するもの  
株 式        ５９，６１８ ６０，９４９ １，３３１ 
債 券        ６１５ ６２０ ５ 
そ の 他        － － － 
小 計        ６０，２３３ ６１，５７０ １，３３６ 

合 計           ６４，０７８ ６８，１４５ ４，０６６ 

（注）1.時価等の算定方法 
    (1) 上場有価証券 
        主に東京証券取引所の最終価格 
    (2) 店頭売買有価証券 
        日本証券業協会が公表する売買価格 
    (3) 非上場債券 
        日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、残存償還期間等に基づいて算定している。 
    (4) 非上場の証券投資信託の受益証券 
        基準価格 

2.開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額 
   （流動資産に属するもの）一年以内に償還の債券               9,583 百万円 
               追加型公社債投資信託               7,106 百万円 
   （固定資産に属するもの）非上場株式（店頭売買有価証券を除く）       5,308 百万円 
               協同組織金融機関の優先出資に関する法律 
               に規定する優先出資証券               999 百万円 
               非上場外国債券                 12,000 百万円 
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デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
 通貨関連                                         （単位：百万円） 

 当連結会計年度 
（平成 13 年 1 月 31 日現在） 

契 約 額 等 区

分 種   類 
 うち 1 年超 

時  価 評価損（△）益

 
 
為替予約取引 
 
買    建 

    市

場

取

引

以

外

の

取

引 

 
米 ド ル ３７１ － ３６８ △ ２

合    計 ３７１ － ３６８ △ ２

  （注）時価の算定方法 
       先物為替相場 

 
金利関連                                         （単位：百万円） 

 当連結会計年度 
（平成 13 年 1 月 31 日現在） 

契 約 額 等 区

分 種   類 
 うち 1 年超 

時  価 評価損（△）益

 
金利スワップ取引 
 

    

受取固定・支払変動 １５，０００ １５，０００ ５６４ ５６４

市

場

取

引

以

外

の

取

引 
受取変動・支払固定 １５，０００ １５，０００ ３５４ ３５４

合    計 ３０，０００ ３０，０００ ９１８ ９１８

（注）金利スワップ取引の時価は、金融機関から提示された価格により算定している。 

 

 

 


